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2014年1-3月期の実質ＧＤＰは駆け込

み需要の本格化を主因として前期比年率

5.9％の高成長となった。2013年度の実

質ＧＤＰ成長率は2.3％となったが、この

うち0.6％は消費税率引き上げ前の駆け

込み需要によるものと試算される。駆け

込み需要の規模は前回の増税前とほぼ同

程度であったとみられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2014年4-6月期は反動減を主因として

大幅マイナス成長が避けられないが、反 

動の影響が一巡する7-9月期にはプラス 

 

 

 

 

 

 

 

成長に戻り、景気の回復基調は維持され

るだろう。2014年度は駆け込み需要の

反動に実質所得低下の影響が加わること

から成長率は大きく低下するが、2015 

年度、2016年度は潜在成長率を若干上

回る成長となる。実質ＧＤＰ成長率は

2014年度が0.5％、2015年度が1.1％、

2016年度が1.3％と予想する。 

 

  消費者物価上昇率（生鮮食品を除く総合）

は1％台前半の伸びが続いているが、円安

効果の一巡や消費税率引き上げ後の景気

減速の影響から、2014年末にかけて1％

を割り込む可能性が高い（消費税率引き

上げを除くベース）。消費者物価上昇率は

2014年度が0.9％、2015年度が0.8％、

2016年度が1.1％と予想する。物価が安

定的に1％を上回る伸びとなるのは

2016年度後半となるだろう。 
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実質ＧＤＰ成長率の推移(年度） 

（資料）内閣府経済社会総合研究所「四半期別ＧＤＰ速報」

駆け込み需要の比較（試算） 

（注）< >内はそれぞれの支出総額（1995年度、2012年度)
に対する割合。合計の( )内はＧＤＰ比、いずれも2005年
基準の実質値 
（資料）内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」 

消費者物価（生鮮食品を除く総合）の予測 

（資料）総務省統計局「消費者物価指数」 
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工業生産 

中国国家統計局が発表した4月の工業

生産（実質付加価値ベース、規模以上）

は前年同月比8.7％増となった。1-2月期

が同8.6％増、3 月が同8.8％増だったこ

とから、8％台後半での一進一退が続いて

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

輸出・消費・投資の３本柱も 

輸出・消費・投資の3つの代表指標も出

揃った。4月の輸出は前年同月比0.9％増

と1-3月期の前年同期比3.4％減からプ

ラスに転じた。輸出の伸びが0.9％と低め

なのは、昨年の同時期に問題となった“輸

出水増し”の反動減で、約17％を占める

香港向けが3割減になったのが主因で、米

国向けと欧州向けはともに2桁増、香港向

けを除いた輸出は前年同月比9.4％増と

上向いてきていることから、実際の輸出

は4月に少し改善したと思われる。 

 

消費者物価 

   また、4月の消費者物価は前年同月比1.8％

上昇と3月を0.6ポイント下回り、今年の抑制

目標である3.5％前後を大きく下回っている。

食品価格が生鮮野菜の大幅下落を受けて3月

の4.1％上昇から2.3％上昇へ落ちたことが

主因である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今後の注目点 

   以上、4月の経済指標を総括すると、供

給面では工業生産に改善の兆しがあるも

のの、支出面では輸出が少し改善した程

度で、消費は横ばい程度に留まり、投資

の減速傾向も続いていることから、景気

が失速する懸念はやや薄れたものの、景

気が上向くとの確証は得られていないの

が現状と思われる。 
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3 

～失速懸念は薄れるも、 
上向く確証は得られず 

4 

（資料）ＣＥＩＣ（中国国家統計局）のデータを元にニッ
セイ基礎研究所で作成 

（注１）規模以上とは本業の年間売上高２０００万元以上
の工業企業 

（注２）例年１・２月は春節の影響でぶれるため、１・２
月は共に２月時点類型（前年同期比）を表示 

 
工業生産（実質付加価値ベース、規模以上） 

の推移 

（資料）ＣＥＩＣ（中国国家統計局） 

 
消費者物価（分類別、前年同月比） 
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  ＧＤＰ成長率（季節調整済前期比） 

 2014年1～3月期の実質GDP（国内総生産・2005暦年連鎖価格）の成長率は、1.5％（年

率5.9％）となった。また、名目のGDPの成長率は、1.2％（年率5.1％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＧＤＰの内外需別の寄与度 

ＧＤＰ成長率のうち、どの需要がＧＤＰをどれだけ増加させたかを示す寄与度でみると、実

質は国内需要（内需）が1.7％、財貨・サービスの純輸出（輸出－輸入）が▲0.3％となった。

また、名目は国内需要（内需）が1.8％、財貨・サービスの純輸出（輸出－輸入）が▲0.6％と

なった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 Ⅰ 国内総生産（支出側）及び各需要項目 

経営 TOPICS 
       

「統計調査資料」 
抜 粋 

内閣府 
２０１４年５月１５日発表 

 

２０１４(平成２６)年１～３月期 
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実質ＧＤＰ成長率の推移 名目ＧＤＰ成長率の推移 

実質ＧＤＰの内外需要別寄与度の推移 名目ＧＤＰの内外需要別寄与度の推移 
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  需要項目別の動向（季節調整済前期比） 

（1）民間需要の動向 

民間最終消費支出は、実質2.1％（10～12月期は0.4％）、名目2.1％（10～12月期は0.8％）

となった。そのうち、家計最終消費支出は、実質2.1％（10～12月期は0.4％）、名目2.1％（10

～12月期は0.8％）となった。家計最終消費支出（除く持ち家の帰属家賃）は、実質2.4％（10

～12月期は0.4％ ）、名目2.5％（4～6月期は0.9％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）公的需要の動向 

 政府最終消費支出は、実質0.1％（10～12月期は0.3％）、名目0.6％（10～12月期は▲

0.1％）となった。公的固定資本形成は、実質▲2.4％（10～12月期は1.2％）、名目▲2.2％

（10～12月期は2.0％）となった。公的在庫品増加の成長率への寄与度は、実質0.0％（10～

12月期の寄与度は0.0％）、名目0.0％（4～6月期は0.0％）となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）輸出入の動向 

 財貨・サービスの輸出は、実質0.6％（10～12月期は0.5％）、名目5.1％（10～12月期は

1.6％）となった。 

財貨・サービスの輸入は、実質6.3％（10～12月期は3.7％）、名目7.0％（10～12月期は

5.4％）となった。 

3 

政府最終消費支出（実質） 政府最終消費支出（名目） 

民間最終消費支出（実質） 民間最終消費支出（名目） 
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  デフレーターの動向 

（1）四半期デフレーター季節調整系列（注）（前期比変化率） 

 ＧＤＰデフレーターは、▲0.2％（10～12月期は0.1％）となった。国内需要デフレーター

は、0.1％（10～12月期は0.3％）となった。財貨・サービスの輸出デフレーターは▲0.9％

（10～12月期は1.2％）、財貨・サービスの輸入デフレーターは0.7％（10～12月期は1.7％）

となった。 （注）四半期デフレーター季節調整系列＝（名目季節調整系列／実質季節調整系列）×100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）四半期デフレーター原系列（前年同期比変化率） 

ＧＤＰデフレーターは、0.0％（10～12月期は▲0.4％）となった。国内需要デフレーター

は、0.7％（10～12月期は0.5％）となった。財貨・サービスの輸出デフレーターは3.6％（10

～12月期は10.1％）、財貨・サービスの輸入デフレーターは6.2％（10～12月期は13.9％）

となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

「２０１４年１～３月期四半期別ＧＤＰ速報」の全文は、当事務所のホームページの「企業経営 TOPICS」よりご確認ください。 

デフレーター季節調整系列（前期比） 

デフレーター原系列(前年同期比) 
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新卒者の早期戦力化を目指す 
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       企業の人材育成の現状とＯＪＴの必要性 
       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       「自立」を目標に中期育成計画を立てる 
       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

       日常業務を通じて短期的な育成状況をつかむ 
       ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・       

        
           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■参考文献 

・『これだけ！ ＯＪＴ（すばる舎 2010年）』中尾 ゆうすけ 著 

・『新版 ＯＪＴで部下が面白いほど育つ本（中経出版 2006年）』小山 俊 
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ジャンル：人事 
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（１）人材開発はＯＪＴが中心 

 学校法人産業能率大学が 2010 年に実施した「経済危機下の人材開発に関する実態調査」で

は、人材開発の方針について、ＯＪＴ中心か、Ｏｆｆ－ＪＴ中心かを尋ねた結果、ＯＪＴ中心に

「近い」「やや近い」はあわせて 87.4％でした。 
 

■人材開発の方法 

 

    

 

■左に近い ■やや左に近い ■やや右に近い ■右に近い 

 

（２）計画的ＯＪＴがしっかりと機能しているのは１２.６％ 

 計画的ＯＪＴの機能状況について尋ねた結果、肯定的な回答（「機能している」「どちらかとい

えば機能している」）が６割強を占めたものの、「機能している」と答えた企業は 12.6％に留ま

っています。「機能している」企業以外は、程度の違いはあっても何らかの課題を抱えている企

業が多いとことがわかります。 
 

■計画的ＯＪＴの機能状況 

    

 

 

 

機能していない理由では、「教える側に時間的な余裕がないから」（73.5％）が最も多く、「仕

組みが整備されていないから」（45.6％）や、「教える側の能力が不足しているから」（42.6％）

が上位を占めています。 

 
■機能していない理由（複数回答） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

1 企業の人材育成の現状とＯＪＴの必要性 

企業の人材育成の現状 

 
 

OJT が中心 

である 

Off-JT が 

中心である 
    23.6％ 63.8％ 11.1％ 

1.5％ 

■機能している             ■どちらかと言えば機能している 

■どちらかと言えば機能していない    ■機能していない 

    12.6％ 26.7% 51.8％ 8.9％ 

出典：「経済危機下の人材開発に関する実態調査」（学）産業能率大学 2010 年 

5.9%
8.8%

11.8%
23.5%

36.8%
42.6%

45.6%
73.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

その他

教わる側の態度・姿勢に問題があるから

部下や後輩を育てても評価されないから

職場のコミュニケーションの頻度が減少したから

上司のOJTに対する意識が低いから

教える側の能力が不足しているから

仕組みが整備されていないから

教える側に時間的な余裕がないから
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「ＯＪＴのゴールはどこにすべきか？」と悩むことがあるでしょう。新卒者の場合は、まずは「自

立」が最初の目標になるでしょう。「自立」という言葉は様々に解釈でき、人によって意見が分

かれます。ここでいう「自立」というのは、現在の業務範囲においてＯＪＴ担当者の指示のもと、

新卒者が自身の判断で業務を支障なく遂行できる状態です。新卒者が自分の力で仕事を進められ

るようなるためには、次のようなことが出来ることが最低条件となるでしょう。 
 

■新卒者に習得してほしい基本的な能力 

①ビジネスマナーとビジネスマインドの習得 

②コミュニケーションの基本の習得 

③仕事の進め方、専門知識の習得 

④協調性、責任感等の基本的なヒューマンスキル 

⑤自社について理解すること（強み・弱み、歴史、ルール、競合等） 

 

これだけ見ると、新卒者にとってはかなり高いハードルです。数カ月や１年で一人前しようと

思っても無理なのです。ここまで成長させるには、どのような業務を通じて必要な能力を身につ

けていくのかを、少なくとも２年から３年という中期的な視点で計画する必要があります。そし

て、ひとつの目標に到達したら、その次を目指します。 

 例えば、業務範囲を広げ、業務遂行能力を高める、現在の職場の問題解決を図りながら、課題

解決力を高めるのもよいでしょう。部分的にでも新卒者のＯＪＴ担当者としての指導・育成力を

つけていくというのでもよいでしょう。 

 一段上のステップに目標を置くときが、その人にとってのステップアップのときであり、実際

には決してゴールではないのです。ＯＪＴがＰＤＣＡであるというのは、そういう意味です。 

 

 

 次ページは、ＯＪＴ計画書の一般的なシートの例です。ＯＪＴ計画書をつくり、ＯＪＴ担当者、

ＯＪＴの対象者である新卒者との間で共通認識を持たせます。 

ＯＪＴ計画書は、会社の実情に合わせてつくりますが、次の３つのポイントを押さえているこ

とが必須です。 
 

■ＯＪＴ計画書に盛り込む３つの要素 

①「５Ｗ１Ｈ」が網羅されていること 

②ＯＪＴ担当者、ＯＪＴ対象者が共通認識を持てること 

③ＰＤＣＡが回せるように、結果の振り返りと次のステップがわかること 

「自立」を目標に中期育成計画を立てる 2 

新卒者の目標はまずは「自立」すること  

２～３年を目標とするＯＪＴ計画書作成の進め方  
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■ＯＪＴ計画書の書式例 

OJT 計画シート 

OJT 対象者 OJT 担当者 OJT 実施期間 

所属  所属  年  月  日 

～ 
年  月  日 氏名  氏名  

 

  1.OJT 目標（期間終了後のあるべき姿） 

 

 

 

 

  2.習得すべき能力（目標と現状のギャップを明確にし、習得すべき能力を明らかにする） 

目標とする能力 現状の能力 習得すべき能力 

 

 

  

 

  3.能力習得のために取り組む業務（どのような業務を通じて能力を習得するのかを明確にする） 

業務内容 習得すべき能力 

 

 

 

 

  ４.評価（OJT 実施後の振り返り、対象者と担当者の意識の差を明確にし、お互い納得すること） 

自己評価 OJT 担当者評価 

①目標の達成状況 

 

②今後の課題 

 

 

①目標の達成状況 

 

②今後の課題 

 

 

 

５.長期的目標 

自己目標 OJT 担当者コメント 
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新卒者がＯＪＴを通じて、ビジネスマナーや知識・能力が身についているかはＯＪＴ担当者が

定期的に評価し、本人にフィードバックすることが重要です。 

 

 

 

「意図をもって計画的に行う」というのは非常に労力がかかるものです。特に計画書を記入す

るのは、続けること自体負担に感じます。 

 続けていくうちに、いつの間にか書くことが作業になって、書くことで満足してしまい、書く

ことが目的になり、その結果挫折してしまうというのはよくある話です。 

 計画書の運用が続かないのは、多くは次の３つの理由からです。 

 

①時間がない 

 計画書を書くのは非常に手間のかかることです。仕事に成果を求められるなかで、直接的に成

果につながっているのか分からない計画書に時間をかけるということは、十分な理解と納得がな

ければできないことです。どうしても手間であるならば、簡潔に書いてもよいし、一部だけでも

かまいません。 

 まずはこのような計画書に慣れること、習慣化することから始めましよう。 

 

②書かされているという意識 

 目標管理制度をはじめとした様々な制度のなかで、このように計画書を記入させる会社は多い

と思います。それが形骸化し、人材育成の目的を果たしていないのであれば、組織として制度の

運用に成功しているとは言えないでしょう。 

 ただし、ＯＪＴ担当者が役割を果たすためのツールとしては、計画書の記入は十分意味のある

ことです。周りがどうあれ、個人レベルではその計画書を活用するべきです。 

 

③どういうレベルで書けばよいのかわからない 

 新卒者に足りないものを真剣に考えていくと、いつしか、ＯＪＴ担当者である自分自身の成長

のために必要な能力が見えてくることもあります。それは新卒者にとっても学ばねばならないこ

とのはずです。能力向上の目標に関して書くことが思いつかないのは、あらゆることをすべて吸

収した優秀な社員か、成長することを放棄した人です。 

 

 

レポート全文は、当事務所のホームページの「企業経営情報レポート」よりご覧ください。 

日常業務を通じて短期的な育成状況をつかむ 3 

効果的な運用はＯＪＴ担当者の意識次第   

短期的に習得すべき項目は毎月チェックする    
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顧客ニーズの重要性 
顧客ニーズを把握することによって、顧客獲得につながる有益な販売戦略を

立てられると聞きました。それはどのようなものでしょうか。 

 

 １ 顧客ニーズから販売戦略を検討する 
 普通は商品やサービスが先にあって、それに対して販促企画を検討します。しかし、

このようなやり方では、よほどの宣伝広告費がないと成功しません。 
 商品やサービスありきで販促企画を考えると、販促企画を妥協せざるを得なくなり

ます。また、「商品」から「売り方」を考えてしまうと、販促企画を無理やり結び付けなくては

いけなくなるため、最大限の販売力を発揮できなくなります。 
販売戦略を検討するときは、まず「誰に」、「どんな売り方をするのか？」等を考えて、そこか

ら商品のネーミングや内容を調整していった方が、高いパフォーマンスの「商品戦略」を生み出

すことができます。 
 そのためには、顧客の真のニーズを把握し、顧客満足度を最大限に高めるための「顧客調査」

を行うことが重要になります。  
 
２ 顧客へのニーズ提供がリピート率向上につながる 
 「違う顧客に同じ商品、サービスを提供する」というやり方では、顧客獲得コストが増える一

方、ビジネスとして軌道に乗せるのに非常に時間がかかります。 
 それよりも、できるだけ広告費を抑えて「同じ顧客に違う商品、サービスを提供する」という、

全く正反対の戦略を構築しないと、いつまでたっても新規の顧客を集めるために高い広告費を出

し続けなくてはなりません。 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ジャンル： 営業拡大 ＞ サブジャンル： 顧客調査 
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ニーズ提供の多さが、リピート率を向上させる 

通
常
、
ア
イ
ス
ク
リ
ー
ム
は 

夏
に
し
か
売
れ
な
い
も
の
だ
が
…
… 

1 月 暖房の効いた中でアイスを食べると美味しいですよ 

2 月 バレンタインにチョコアイスはいかがですか？ 

3 月 ホワイトデーのお返しにアイスキャンディーはいかがですか 

4 月 お花見のデザートにアイスはいかがですか？ 

5 月 母の日にアイスを贈ってみては？ 

6 月 父の日にアイスをプレゼント！ 

7 月 夏のお中元にアイスはいかがですか？ 

8 月 お盆休みにアイスのお土産を！ 

9 月 敬老の日に抹茶アイスはいかがですか？ 

10 月 栗味のアイスはいかがですか？ 

11 月 サツマイモのアイスができました！ 

12 月 クリスマスはアイスのデザートで締めくくり 

顧
客
へ
の
ニ
ー
ズ
提
供
が
多
け
れ
ば
、 

１
年
中
ア
イ
ス
ク
リ
ー
ム
を
購
入
す
る
チ
ャ

ン
ス
を
顧
客
に
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
！ 
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顧客調査の重要性 
顧客調査とは、が具体的にはどのようなもので、企業にどのような利益をもた

らしてくれるのでしょうか。 

 

１ 企業活動の中での顧客調査の役割 
 企業活動は、顧客に対して優れ

た製品やサービスを適切な価格で

販売し、継続的に顧客に購入して

もらうことによって成立します。 
 企業活動の全体像を示すと、右の図のよう

になります。 
企業は目標を設定し、事業の成果と目標のギ

ャップを検証します。その結果は顧客満足に

おいても同様のことがいえます。自社が予測、

あるいは期待する顧客満足と、顧客が実際に

認める顧客満足を表しています。「予測する顧

客満足度」と「顧客が認める顧客満足度」の

差を見て、期待する価値が十分認められてい

るか判断することになります。  
 顧客調査とは、この２つとのギャップを調

べることになりますが「予測する顧客満足度」は社内における仮説といえるものです。  
 通常、顧客調査は、何か問題点が生じた際に、その要因を知りたいといった場合に行われます。 

例えば、新製品を出したものの、販売が計画した数字まで到達できないとします。 
 その理由として「製品の機能性が充分認識されていない購入チャネルの問題」、「競合品が予測

したより買われている」、「予測したマーケットサイズがなかった」等、仮説を立て、それらを調

査することになります。これら多くは、顧客調査から数値情報として得られなければなりません。  
 
２ 最終目的は売上の増加と利益の増加 
 顧客調査を行う理由は、以下のようにまとめられます。 
 
■顧客調査を行う理由 
●顧客からの要求に対する理解を深め、その満足度を把握する 
●結果を踏まえ、改善のための適切な対応をとることで顧客獲得につなげる 
●顧客との関係をキープして、顧客とのＷｉｎ-Ｗｉｎの関係を築く 

 
最終的には、売上と利益の向上を目的としています。 

 

2 

nswer 

uestion 

ジャンル： 営業拡大 ＞ サブジャンル： 顧客調査 

 
経営方針 

事業計画 

人材開発 

登用 

マーケティング 

営業 
顧客調査 

顧客満足・優良顧客・信者 

 

売上利益 


